
26　マイナンバーカードを基盤とした
　　利便性の高いデジタル社会の実現について

主管省庁（内閣官房，内閣府，総務省自治行政局，情報流通行政局，
厚生労働省保険局）

【現状と課題】

　　

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　マイナンバーカードを活用した消費活性化と官民共同利用型キャッシュレス
　　決済基盤の構築
　　・　マイナンバーカードを活用した消費活性化と官民共同利用型キャッシュレス
　　　決済基盤の構築に要する経費　　２，４５７．６億円
　◇　マイナンバーカードの保険証利用の環境整備
　　・　オンライン資格確認の導入に向けた医療機関・薬局のシステム整備の支援等
　　　に要する経費　　７６８億円
《第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」》（P77,P127）
　◇　公共・社会基盤
　　・　マイキープラットフォームを活用した官民共同利型キャッシュレス決済基盤
　　　の構築を目指す

県担当課名　　Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０推進課
関係法令等　　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律
　　　　　　　電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の認証業務に関する法律
　　 　　　　 健康保険法

　■　令和２年度に実施されるマイナポイント事業は消費税率引き上げに伴う
　　臨時・特別の措置であり，マイナンバーカードの利用とキャッシュレス化の
    促進に一定の効果が見込まれるものの，一過性のものとなるおそれがある。

　■　令和３年３月以降，オンライン資格確認の導入により，マイナンバーカードが
　　健康保険証として利用可能となるが，医療機関・薬局において
　　マイナンバーカード読取り端末の配置等利用環境が整備されなければ，
　　マイナンバーカードの利用が広がらないおそれがある。

読取り端末なし

直面する課題

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

キャッシュレス決済

診察受付

マイナンバーカード

Ａ病院 Ｂ病院

令和４年度末まで待たないと

全ての病院で使えるように

ならないんだわ・・・

令和３年３月に

マイナポイントが終わった後、

この仕組みはどうなるの・・・？

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

官民共同キャッシュレス決済基盤

マイキープラットフォーム

マイナンバーカード

連携連携

国

マイナポイント付与

令和３年３月からスタート

顔認証で受付

読取り端末あり

保険証で

受付

保険証でも受付可
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【課題解決への方向性と処方箋】

  

【徳島発の政策提言】

　

　・　マイナポイント事業のキャッシュレス決済基盤を，自治体が活用できるよう
　　システムを見直し，先進事例をモデル事業として支援すること。

　・　国民や医療関係者にマイナンバーカードの健康保険証利用についての
　　メリットを十分に周知すること。

　・　医療機関におけるマイナンバーカードの利用環境整備に対する
　　支援を充実させ，導入スケジュールの前倒しを図ること。

　■　マイナポイント事業において構築されたキャッシュレス決済基盤を活用し，
　　引き続き，マイナンバーカードの取得とキャッシュレス化を推進する
　　必要がある。

　■　国は令和４年度末までに，概ね全ての医療機関等で利用環境を整備する
　　こととしているが，マイナンバーカード保険証の利用促進のためには，
  　できるだけ早期に実現する必要がある。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言② 医療機関における利用環境の早期整備

将来像

マイナンバーカードを基盤とした利便性の高いデジタル社会の実現

地方創生の新次元展開に向けて

提言① 自治体におけるキャッシュレス決済基盤の活用

医療機関における早期の利用環境整備自治体における決済基盤の活用

利用環境の早期整備

転職しても

そのまま

使える！

保険証利用のメリット周知

医療費控除の

確定申告が楽！

利用者 医療機関

過誤請求や未収金が減って

事務負担が減ったわ！

キャッシュレス決済

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

地域商品券

自治体ポイント
マイキープラットフォームを活用

地域独自のキャッシュレス

決済が利用できたらいいな！
R4.3月 医療機関の９割程度

R5.3月 概ね全ての医療機関

R3.3月 保険証利用開始

医療機関の６割程度

現在の導入スケジュール

前倒しによりカード取得を加速！

0123456789ABCDEF

氏名 番号 花子

平成元年 3月31日生

住所 ○○県□□市△△町◇丁目○番地▽▽号

1234

2025年 3月31日まで有効

性別 女

□□市長

病院 薬局

マイナンバーカード１枚で

どこでも診察・処方可能に

自治体
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主管省庁（内閣官房，内閣府，経済産業省，中小企業庁）

　
【現状と課題】

　　

　

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　中小企業等の担い手確保，生産性の向上
　　・　中小企業生産性革命推進事業（３，６００億円）　※R元年度補正
　　・　中小企業･小規模事業者ワンストップ総合支援事業（４２．４億円）
《第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」》（P28，P30）
　◇　地域企業の生産性革命の実現
　◇　継続的な地域発イノベーション等の創出
【政権与党の政策方針】
《自由民主党 総合政策集2019　J-ファイル》（P1,2,3）

《公明党 マニフェスト2019》（P15）

県担当課名　　商工政策課，企業支援課
関係法令等　　中小企業等経営強化法，地域未来投資促進法，生産性向上特別措置法

　◇　科学技術，イノベーションの推進

　■　国難とも言える「人口減少」が進む中，中小・小規模企業においては,
　　人手不足が顕在化してきており，「労働力の確保」や「生産性向上」の
　　取組みが求められている。

　■　企業経営者からの「商品開発・販路開拓」等に加え，「ＩｏＴ，ＡＩ，
　　ビッグデータ」など最先端技術に係る経営相談に適切に対応し，企業の一層の
　　成長につなげるため，高い専門能力に基づく伴走型支援が求められている。

　■　地方の経済を維持・発展させていくためには、新たなイノベーションを
　　創出する起業家を生み育てていくことが求められている。

　◇　「Society5.0」や「Connected Industries」の実現に向けた取組み推進
　◇　新しい挑戦が次々と生まれる「ベンチャー創造の好循環」の形成
　◇　スタートアップ企業と大企業との連携強化による，イノベーション創出の加速

27　Society5.0時代における「成長ビジネス」の創出
　　について

2,641

3,284

3,338

3,900

H28

H29

H30

R1（見込）

直面する課題

一般職業紹介状況（厚生労働省：H31年2月） 徳島県 商工労働観光部 「令和元年度 春の出前相談」

2019年11月OECD等公表データ（（公財）日本生産性本部） 徳島県よろず支援拠点調べ

求人、求職及び求人倍率の推移

労働生産性の各国比較(2018年）

H30年平均

1.61倍
300(

1.0倍

有効求人倍率

月間有効求職者

【求人数】

(万人） 月間有効求人数

18年平均 20年平均 22年平均 24年平均 26年平均 28年平均 30年平均

H26年以降、有効求人倍率は

「１倍」を超え、上昇傾向

83.3%

16.7%

①容易でない
②容易

84.8 82.4 80.5
72.3 70.8

61.5

フランス イタリア ドイツ カナダ 英国 日本

100

90

70

（米国の労働生産性水準＝100）

50

主要先進７ｶ国中，最低

米国の６割どまり

中小企業の生産性向上が急務

企業規模に関わらず，約８割が

人材の確保に苦労している。

雇用の確保

募集しても，応募がない。

人材が定着しない。

デジタル化が進展する社会では，IoT・AIを活用した

業務効率化など，生産性向上の取組が重要

徳島県よろず支援拠点・活動状況

ＩＴ活用や生産性向上に関する相談

毎年300件強

1.5倍
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　

　

　・　中小・小規模企業の生産性革命など，高度な経営課題の解決をサポートする
　　ため，「よろず支援拠点」事業の更なる充実・継続を図ること。

　・　地方が行う「ＩｏＴ，ＡＩ，ビッグデータ」など最先端技術を活用した
　　先進的な創業プログラムに対する支援制度を創設すること。

　■　中小・小規模企業における「ＩｏＴ，ＡＩ，ビッグデータ」など
    最先端技術の導入・活用による新たな事業展開を促進するため，
    継続的な財政支援を実施する必要がある。

　■　令和２年度に事業終了予定となっている「よろず支援拠点」について，
　　引き続き，高度な課題にも対応できるよう，専門的知見を一層高め，
　　継続させる必要がある。

　■　地方において産学官連携のもと，新たなイノベーションを創出する起業家を
　　育成する民間主導型のプラットフォームを構築する必要がある。

　・　中小企業基盤整備機構を介することで，中小・小規模企業の資金需要への
　　柔軟な対応が可能となった「中小企業生産性革命推進事業」について，
　　今後も，公募の通年化や安定的な予算確保を継続すること。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 中小・小規模企業のSociety5.0時代への対応促進

提言② Society5.0に対応した｢よろず支援拠点｣の充実・継続

将来像

世界をリードする「イノベーション」を地方から創出！

地方創生の新次元展開に向けて

提言③ イノベーション創出のための支援策の創設

「産学官」が連携し，事業推進

中小企業生産性革命推進事業

専門性の高い

経営アドバイス

専門機関と連携した

「ワンストップ相談」

高いﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ評価！

中小･小規模企業の生産性向上を後押し!

ものづくり

補助金

持続化

補助金

ＩＴ導入補助金

R1 徳島県内

延べ406社採択

H30 2次補正 R1補正

1,100億円→ 3,600億円
申請受付の

通年化

予算拡充！ 利便性向上！

成長段階に応じた支援！AI,IoT,RPA･･･を活用

徳島県よろず支援拠点

顧客満足度

令和元年度：95.6%

産学官プラットフォームの構築

高い調整力による

早期の課題解決

-54-



28　次世代技術の実装による地域産業の活性化について

主管省庁（内閣官房，内閣府，総務省総合通信基盤局，　　　　　　　
経済産業省経済産業政策局，産業技術環境局，中小企業庁）

【現状と課題】

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　中小企業の生産性向上に向けた取組み

《第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」》（P28)

　◇　地域の特性に応じた，生産性が高く，稼ぐ地域の実現

【政権与党の政策方針】

《自由民主党 総合政策集2019 J-ファイル》（P3，P6，P93）
　◇　既存基幹・在来産業の底上げ　◇　中小企業・小規模事業者等の生産性向上
　◇　社会全体のＩＣＴ化と４Ｋ・８Ｋの多様な産業分野での活用

県担当課名　　新未来産業課

関係法令等　　中小企業等経営強化法，中小企業新事業活動促進法，地域未来投資促進法

　■　本構想の取組みはもとより，地方において持続可能な魅力ある
　　地域産業を生み出し，地方創生の実現に繋げていくためには，
　　ものづくり企業が，次世代技術を取り入れながら，技術基盤の向上や
　　優れた技術者の確保など，企業の足腰強化を図っていくことが重要である。

　　・　地域未来投資促進事業　   　　　　　　　 　　 142.7億円

　■　本県では，全国７地域の一つとして事業採択を受けた，
　　「地方大学・地域産業創生交付金」を核として，次世代の光による
　　新たな光関連産業の創出を目指す「次世代ＬＥＤバレイ構想」により，
　　地方創生の実現に取り組んでいる。

　　・　ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業　　10.1億円

　　・　中小企業生産性革命推進事業            　   　3,600億円<R1補正>

直面する課題

企業間連携の取組み

出典：2018年版「中小企業白書」(中小企業庁)

・連携先の探し方がわからない

・連携の調整役がいない

・自社の技術情報流出が心配

・連携活動の資金確保 等

メリット

「ビジネスマッチングサイト」の活用

◆相互の技術活用による

課題解決・新製品開発

課題

「次世代の光（次世代LED）」とは

２０３０年頃の導入に向けてBeyond ５Ｇ

➢2020年１月 「Beyond 5G 推進戦略懇談会」(総務省)

■J-GoodTech（ジェグテック）

＜中小企業基盤整備機構＞

・製造業など約23,000社が登録

・自社情報発信、パートナー探し

・コーディネータによるサポート

民間による有料サイトも多数存在

利用

無料

次世代技術「Beyond 5G」の動向

深紫外光

赤外光コム

テラヘルツ

強力な殺菌・滅菌効果

200nm～280nm

高精度な光計測機能

高い物質透過性

1.5μm～30μm

30μm～3,000μm

ウイルス対策，食品，農業 等

ガス分析，最先端光学顕微鏡 等

非破壊検査，高速通信 等

➡夏頃「総合戦略」策定へ検討事項

○次世代無線技術の検討（テラヘルツ利用等）

○日本に優位性がある要素技術（光，AI，量子等）

光 電波

等

◆新たな分野・地域での事業展開

◆サプライヤー等取引先の拡大 等

労力

コスト

時間

軽減

波
長
：短

波
長
：長

波長領域

○無線通信により期待される事項

○実現するための政策の方向性

深紫外光

ミリ波

赤外光コム

紫外線 赤外線 テラ
ヘルツ

可
視
光

-55-



【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　

　・　「Beyond 5G」技術の導入を加速するため，
　　地域の資源を活用した技術実証実験の実施をはじめ，
　　社会実装に向けた地方の取組みを支援する交付金制度を創設すること。

　・　「Beyond 5G」技術の早期確立に向け，次世代の光「テラヘルツ」を
　　次世代無線技術のコア技術とした研究開発を推進するとともに，
　　地方における研究成果を積極的に取り入れること。

　■　ものづくり企業の技術基盤の高度化と足腰強化を図るため，
　　企業間連携・異業種連携による製品の高付加価値化や先進的な技術を活用した
　　製品開発などの取組みを積極的に促進する必要がある。

　■  ものづくり企業における優れた技術者の確保と定着，生産性向上を
　　図るため，心身の活性化に効果がある次世代ＬＥＤ照明など，生産現場の
　　環境・機能改善に資する製品・技術の導入を促進していく必要がある。

　■  ものづくり企業の技術革新に資する「Beyond 5G」技術導入を加速するため，
　　本県が応用研究を進める次世代の光（テラヘルツ）を活用した
　　次世代無線技術の早期確立を図っていく必要がある。

　・　活発な企業間連携を促進するため，中小企業基盤整備機構が運営する
　　ビジネスマッチングサイト(J-GoodTech)の充実を図るとともに，
　　企業や産業支援機関が取り組むマッチングや企業間連携による
　　製品・技術開発への支援を拡充すること。

　・　企業における優れた技術者の確保と定着，生産性向上に繋げるため，生産
　　現場の環境・機能改善に資する製品・技術の導入を積極的に促進すること。
　

提言① ものづくり企業の生産基盤強化に向けた支援の拡充

方向性（処方箋）

具体的内容

将来像

魅力ある産業の創出による地方創生の実現

地方創生の新次元展開に向けて

徳島大学・徳島県

内閣府

「地方大学・

地域産業

創生事業」

◆次世代の光
〈テラヘルツ×赤外光コム〉による

「Beyond 5G通信の実現」

に向けた研究開発を推進

中小
ものづくり

企業

ビジネスマッチングサイト

展示会・商談会

行政、産業支援機関

金融機関、経済団体

中小企業 中小企業

全国の企業

イノベー

ション

創出

相乗効果

大企業

徳島県の取組み 「次世代LEDバレイ構想」

積極的

支援

提言② 「Beyond 5G」技術導入の加速

○次世代LEDの社会実装
・光源開発・応用研究、応用製品開発

○LED応用製品の

高付加価値化・市場拡大
・異業種連携の促進、技術基盤の向上

○光関連産業を支える

人材の育成・リカレント教育

○ブランドの構築・発信

構想のポイント

新たな光関連産業の創出

企業間連携の促進関連企業集積

１５７社

「Beyond 5G」の実装
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主管省庁(内閣官房，内閣府，農林水産省生産局，農林水産技術会議，林野庁，水産庁)

【現状と課題】

【政権与党の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　イノベーション創出強化研究推進事業　3,853百万円
　◇　林業成長産業化総合対策事業　12,868百万円
　◇　スマート水産業推進事業　457百万円
《第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略》（P76）
　◇　地域におけるSociety5.0の推進
　　・　農林水産分野
【政権与党の政策方針】

《自由民主党 総合政策集2019 J-ファイル》（P86）
　◇　農林水産業の成長産業化を技術で先導（研究開発の推進・活用）
　　・　農林漁業者のニーズを踏まえ，ロボット，ＩＣＴ，ＡＩ等の
　　　最先端技術を活用し，現場と一体となって技術革新を推進

《公明党 マニフェスト2019》（P12）
　◇　着実な賃上げの実現
　　・　農林水産業の成長産業化

関係法令等　　食料・農業・農村基本法，森林・林業基本法，水産基本法，農業機械化促進法
県担当課名　　スマート林業課，水産振興課，農林水産総合技術支援センター経営推進課

　■　農業の生産現場において，労働力不足への対応が急がれる中，
　　国においては，水稲をはじめ主要品目を中心とした実証事業により，
　　スマート技術の実装を進める一方で，地域においては，
　　特色ある農産物のスマート技術の開発・実装が課題となっている。

29　スマート農林水産業の実現について

　■　林業の生産現場においては，高性能林業機械による伐採・造材の作業効率が
　　格段に高くなる一方，施業地の奥地化に伴い，トラック道までの運搬効率が
　　低下しており，高性能林業機械の導入効果が十分発揮されていない。

　■　従前，水産業では，経験や勘を頼りに操業を行ってきたため，
　  経験の少ない若手漁業者においては，正確な出漁判断や漁場探索などが
　　難しく，漁業経営が不安定となる要因の一つとなっている。

　■　「水産政策の改革」に基づく新たな資源管理システムを構築するため，
　　科学的調査に必要な漁業データが一層重要となってくるが，
　　データ提供に係る現場の事務負担の増大が課題となっている。

直面する課題

農業現場での状況 水産業現場での状況林業現場での状況

木材運搬の作業効率の向上により
効率的な林業施業が可能

出漁前の漁場環境の把握により
自宅で出漁判断、漁場探索が可能

スマート機械の開発により

労力負担の大幅軽減が可能

自動走行システム

ヒゲ根取りや両端カット

自動水管理

燃料が3隻分かかる・・

探索兼運搬船

魚群は

どこ？

スマート機械の活用により
労力負担の大幅軽減や
経営規模の拡大が可能

運搬が追いつかない・・

システム

地域特産物への実装は
これから・・
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　■　科学的調査に必要な漁業データを現場から収集するため，ＩＣＴ等を
　　活用した効率的な調査体制づくりを進め，現場負担を軽減する必要がある。

　■  効率的な林業施業を推進するため，ＡＩや自動運転システムを活用し，
　　伐採された木材をトラック道へ一度に大量運搬する技術開発が必要である。
　■　経験の少ない若手漁業者でも，正確な出漁判断による効率的な操業が
　　可能となる「漁海況予測システム」の現場実装を推進する必要がある。

　■　地域農業の維持･発展を図るため，ＩｏＴやＡＩ等の先端技術を活用し，
　　地域の特産物や特色ある栽培方法に対応した農業機械の開発を加速させる
　　必要がある。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言① 地域特性に応じたスマート農業機械の開発強化

将来像

スマート技術の展開による農林水産業の成長産業化の実現

・ 地域特産物の生産性の飛躍的向上を図るため，「公募型の研究予算」において，

産学官が連携し，ＩｏＴ・ＡＩ・５Ｇ等を活用した

スマート機械の研究開発・実装を支援する「地域品目枠」を創設すること。

地方創生の新次元展開に向けて

提言② スマート技術を活用した木材運搬システムの構築

・ ベテラン漁業者の匠の技を共有化し，効率的な操業を推進するため，

ＩｏＴ・ＡＩ等を活用した「出漁前に漁場環境を把握できるシステム」の

現場実装に向けた「モデル事業を創設」すること。

提言③ スマート水産業の確立に向けた施策の強化

・ 森林内で伐採された木材を効率的に搬出するため，

ＡＩや自動運転システムを活用した「追従型無人運搬車」を開発するなど，

大量運搬を可能とする革新的な木材運搬システムを構築すること。

■生産現場のニーズに対応した

省力作業機械の開発

農業 水産業林業

タデ藍自立自走収穫機

本県の取組み

・ 漁業データを効率的に収集するため，漁業協同組合における

ＩＣＴ等を活用した漁獲管理システムの新規導入に係る予算を十分確保すること。

■AIを活用した

漁海況予測システムの開発

ＡＩ 解析

漁海況予測

水温・漁獲量等データ

■木材搬出工程を省力化する

無人運搬車の実装

追従型無人運搬システムの構築が急務

大量運搬に向け

５Ｇ活用を見据えたスマート農林水産業の推進

レンコン収穫
表土除去機

効率的な操業

国が既に開発
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30　建物と長く寄り添う社会の実現について

主管省庁（内閣官房，内閣府，国土交通省住宅局）

【現状と課題】

【国の政策方針】

《令和２年度国予算の内容》
　◇　住宅対策　１，５４３億円
　◇　防災・安全交付金　１兆３８８億円
《第２期まち･ひと･しごと創生総合戦略》（P88）
　◇　安心して暮らすことができるまちづくり
【政権与党の政策方針】
《自由民主党 総合政策集2019 J-ファイル》（P65，P77，P81）
　◇　住宅の資産価値を高め，ライフステージに応じた住まい方と集約化された
　　まちづくりを推進
　◇　エコハウス・ビル化の加速
　◇  アスベスト対策
《公明党 マニフェスト2019》（P26，P40）
　◇　若者・子育て世帯・高齢者が安心して暮らせる魅力ある住まい環境の整備

県担当課名　　住宅課，建築指導室
関係法令等　　建築基準法

　■　国主導のもと，全国で小規模建築物の吹付けアスベスト使用状況の把握が
　　進んでおり，今後，個人事業者や零細企業による調査・除去も見込まれるが，
　　国による支援制度の要件が「令和２年度末までに着手」となっている。

　■　建築生産における温室効果ガスの削減や，空き家対策等の観点から，
　　既存住宅・建築物の更なる利活用が期待されているが，
　　既存住宅取引が低調であるなど，ストック活用型社会への転換が遅れている。

　■　戸建住宅等の小規模建築物については，転用に際して大がかりな改修が
　　不要となる基準の合理化が進められているが，
　　ビルや倉庫等の大規模建築物では，現在も転用に伴って大がかりな改修が
　　義務づけられているため，リノベーションが困難となる事例が見受けられる。

　■　住宅を取り巻く課題は，人口減少等を背景に，
　　居住者のみならず宅配業者の負担増など，社会的かつ多様化しており，
　　住宅を長く大切に使う，適切な改修が求められている。
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耐震性のある
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小規模建築物の
使用状況調査により
増が見込まれる
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【課題解決への方向性と処方箋】

【徳島発の政策提言】

　■　アスベストの飛散を防止し，利用者や周辺住民の安全性を確保するため，
　　小規模建築物も含めた吹付けアスベストの除去を促進する必要がある。

　・　吹付けアスベストの調査・除去に対する支援制度について，
　　「令和３年度以降に着手」する建築物も対象となるよう延長するとともに，
　　小規模建築物に対する補助率を引き上げること。

　・　火災を早期に覚知するための火災警報器や
　　初期消火を可能とするスプリンクラー設置などの代替措置により，
　　防火・避難性能を確保することで，用途変更や増改築が容易となるよう，
　　既存建築物を対象とした特例制度を創設すること。

　■　既存ストックを有効活用するため，
    既存建築物のみを対象とした防火・避難に関する安全基準を新たに定め，
　　用途変更や増改築を容易にする必要がある。

　・　地方公共団体が，既存住宅の所有者等に対して行う
　　「住宅のスマート化」改修への支援に係る個別補助制度を創設すること。

　■　多様化する住まい手のニーズや，サービス事業者の働き方改革など，
　　住宅に関わる主体が抱える社会的課題を解決し，住宅の長寿命化を図るため，
　　ＩｏＴ等を活用した「住宅のスマート化」改修を促進する必要がある。

方向性（処方箋）

具体的内容

提言② 既存ストックの有効活用を促進する制度の充実

将来像

既存ストックの長寿命化により，持続可能な社会を実現！

提言① 既存住宅のスマート化促進に向けた支援制度の創設

地方創生の新次元展開に向けて

住宅のスマート化

宅配ボックス

見守りトイレ

ドアセンサー

給湯･空調設備

スマートロック

連動窓ｼｬｯﾀｰ

子どもや高齢者の見守り

機能や，省エネ設備により

安心･快適な住まいへ

既存建築物の

防火・避難性能確保

用途変更・増改築促進

吹付けアスベストの

調査除去支援

吹付けｱｽﾍﾞｽﾄ

調査除去支援は

・調査：１０／１０

・除去：１／３かつ

令和２年度末まで

小規模建築物の除去：

補助率１／２に引き上げ
設備等による性能確保を実施

安心

安全
省エネ

価値向上・住宅の社会的長寿命化

IoT活用による

R2から国に先駆けて

先取り解決

市町村負担の１／２

県独自の支援制度創設

アスベスト除去促進

建築物による

性能確保

設備や

ソフトによる

性能確保

現行制度

建築時の

基準

現行

基準

特例制度
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